
食料・農業・農村基本計画①
まえがきまえがき
（中略）

我が国は、これまでの農政の反省に立ち、今こそ食料・農業・農村政策を日本の国家戦略の一つ
として位置付け、大幅な政策の転換を図らなければならない。我が国の農業・農村には、こうした情として位置付け、大幅な政策の転換を図らなければならない。我が国の農業 農村には、こうした情
勢の変化に対応し、大きな役割を果たすことができる十分な潜在力がある。国内の農地を最大限に
活用し、そこで生産された安全で質の高い農産物や、それらを原料とした加工品等として大きな付加
価値を付けて販売することができれば、食料自給率の向上だけでなく、世界的な食料事情の安定化
と国際的な市場の拡大に ながると国際的な市場の拡大につながる。

（中略）

第１食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針第１食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針
１．食料、農業及び農村をめぐる状況を踏まえた政策的な対応方向
（１）再生産可能な経営を確保する政策への転換
【現状】

農業は そ 持 る力を最大限 発揮する と より 食料自給率 向上 寄与 食料 安定農業は、その持てる力を最大限に発揮することにより、食料自給率の向上に寄与し、食料の安定
供給に貢献するという役割を担っている。また、農業は、空気・水・土壌の保全、国土や自然環境の
保全、災害の防止といった多面的機能を有している。このような農業の役割や機能は、国民に対し
て特別の対価を求めることなく いわば無償で提供されているものであるて特別の対価を求めることなく、いわば無償で提供されているものである。

（中略）
【対応方向】

農業が、食料の安定供給や多面的機能の発揮という役割を持続的に果たしていくことは、国民全
体の利益に適うものである。この観点から、農業生産のコスト割れを防ぎ、兼業農家や小規模経営
を含む意欲あるすべての農業者が将来にわたって農業を継続し、経営発展に取り組むことができる
環境を整備することにより、再生産可能な農業経営の基盤を作ることとする。
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